
  

 
 

令和５年度財政援助団体等監査実施計画 
 

令和５年９月２８日 
 
  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項、第２項、第５項及び第

７項の規定に基づく財政援助団体等監査については、世田谷区監査基準（令和２年２

月１３日監査委員決定）及び令和５年度監査基本計画（令和５年３月９日監査委員決

定）に基づき、以下のとおり実施する。 
 
１ 監査の対象 

区が出資や出えんを行っている団体（以下「出資団体」という。）、補助金、交付金、

負担金等の財政的援助を行っているもの（以下「補助団体」という。）及び公の施設

の管理を行わせている指定管理者（以下「指定管理者」という。）のいずれかに該当

するもののうち、次の１１団体及び担当所管部を監査の対象とする。 
 

 団体名（担当所管部） 
指定管理者の場合、公の施設（担当所管部） 

団体の位置付け 

１ 公益財団法人世田谷区スポーツ振興財団（スポーツ推進部） 
公の施設 二子玉川緑地運動場（スポーツ推進部） 

出資団体・補助団体・

指定管理者 
 ２ 公益財団法人世田谷区保健センター（保健福祉政策部） 

公の施設 保健センター（保健福祉政策部） 
３ 世田谷区土地開発公社（財務部） 出資団体・補助団体・

債務保証を行ってい

る団体 
４ 株式会社世田谷サービス公社（政策経営部） 

公の施設 玉川区民会館（玉川総合支所） 
出資団体・指定管理者 

５ 社会福祉法人世田谷区社会福祉協議会（保健福祉政策部） 補助団体 
６ 世田谷区商店街振興組合連合会（経済産業部） 
７ 社会福祉法人正吉福祉会（高齢福祉部） 
８ 株式会社アイ・エス・シー（子ども・若者部） 
９ 学校法人常盤学園（子ども・若者部） 
10 社会福祉法人東京都手をつなぐ育成会（障害福祉部） 
 公の施設 給田福祉園 

指定管理者 

 

11 株式会社ヴィアックス（教育政策・生涯学習部） 
 公の施設 烏山図書館 

 
２ 監査の範囲 
（１）令和４年度における財政的援助等に係る出納その他の事務の執行とする。 
（２）令和５年度における監査実施日までの財政的援助等に係る出納その他の事務の 

執行とする。 
 



  

 
３ 実施期間 
  監査は、令和５年１０月から令和６年１月までの間に実施する。 
 
４ 実施日程・場所 

  監査を実施する日程及び場所は、別紙１のとおりとする。 

 
５ 実施方法 
（１）監査委員による監査 

監査資料に基づき、団体及び担当所管部から事情聴取を行う。 
（２）事務局による監査 

監査資料に基づき、出資目的に沿った事業運営や補助金、指定管理料等の事務処

理が適正に行われているかを帳簿等と照合、確認するほか、団体及び担当所管部か

ら事情聴取を行う。 
（３）公認会計士による会計書類調査 

次の団体については、公認会計士による会計書類調査を行う。 
①公益財団法人世田谷区スポーツ振興財団 

②公益財団法人世田谷区保健センター 

③株式会社世田谷サービス公社 

④社会福祉法人世田谷区社会福祉協議会 

⑤社会福祉法人東京都手をつなぐ育成会 
⑥株式会社ヴィアックス 

 
６ 着眼点 
  監査の着眼点は、別紙２のとおりとする。 
 
７ 監査資料 

団体及び担当所管部から提出を求める監査資料に関しては、別に定める。 
 
８ 監査結果 

  監査の結果については、監査終了後、速やかに財政援助団体等監査報告書として決

定し、これを関係機関に提出するとともに、公表する。 

 

９ その他 

  実施日程については、変更する場合がある。 



別紙１ 

 

１ 監査委員による監査 

月日 開始時間 団体 

令和６年 

１月１２日(金) 
午後１時３０分 株式会社ヴィアックス 

１月１５日(月) 午前１０時 社会福祉法人世田谷区社会福祉協議会 

１月１６日(火) 

午前１０時 社会福祉法人正吉福祉会 

午後１時３０分 公益財団法人世田谷区保健センター 

１月１７日(水) 

午前１０時 世田谷区商店街振興組合連合会 

午後１時３０分 学校法人常盤学園 

１月１８日(木) 午後１時３０分 公益財団法人世田谷区スポーツ振興財団 

１月１９日（金） 

午前１０時 株式会社アイ・エス・シー 

午後１時３０分 株式会社世田谷サービス公社 

１月２３日(火) 午後１時３０分 社会福祉法人東京都手をつなぐ育成会 

○会場  団体会議室等 

 

２ 事務局による監査 

１１月から１２月までの間に実施することとし、団体、担当所管部別の日程は、別に定

める。 

 

３ 公認会計士による会計書類調査 

  １１月に実施することとし、団体別の日程は、別に定める。 



 

  

別紙２ 

令和５年度財政援助団体等監査 着眼点 

 

 

区から支出された公金が、監査対象団体を通じて適正に執行、運用されているかを中

心に、次の着眼点に基づき実施する。 

また、これまでの新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた、令和４年度以降の変

化に着眼して実施する。 

 

１ 出資団体 

  出資や出えん（以下「出資等」という。）の目的に沿って団体が適切に運営されている

か、会計経理等が適正に行われているかに着眼して監査を実施する。 

  また、経営の改善・効率化や、団体のガバナンスにも着眼して監査を実施する。 

（１）団体 

   ①事業運営は、出資等の目的に沿って適正かつ効率的に行われているか。 

   ②経理規程等、諸規程は整備されているか。 

   ③財務諸表等は法令等に準拠して作成され、財務諸表等に財政状況が適正に表示さ

れているか。税申告は適正に行われているか。 

④事業運営及び財政状況は良好か。 

⑤会計経理及び財産管理は適切か。 

（２）担当所管部 

   ①出資等の財政的援助の目的、内容及び出資金額が公益上の必要性からみて妥当か。 

   ②団体の事業運営及び財政状況を十分把握し、適切な指導監督が行われているか。 

   

２ 補助団体 

  補助金等の対象となっている事業（以下「補助対象事業」という。）が、目的に沿って

適正かつ効果的に実施されているかに着眼して監査を実施する。 

（１）団体 

   ①補助対象事業は、計画及び交付条件に従って執行され、十分効果があげられてい

るか。また、補助対象事業以外に流用されていないか。補助対象事業経費の算定

は適正か。 

   ②補助金等に係る収支の会計経理、財産管理は適正に行われているか。 

   ③補助金等に係る出納関係帳簿の整備、記帳は適正か。また、領収書等の証拠書類

の整備、保存は適正に行われているか。 

   ④補助金等の報告書の内容は実績を十分把握でき、また、提出時期は適切か。 

   ⑤精算報告は適正に行われているか。また、精算に伴う返還金の返還時期等は適切

か。 

 （２）担当所管部 

   ①補助金等の財政的援助の目的、内容は明確か。また、公益上の必要性からみて妥

当か。 



 

  

   ②補助金等の申請・交付手続等は適正か。 

③補助対象事業の履行及び補助金等の効果の確認は、実績報告書等により行われ、

適切に審査されているか。 

④補助団体への指導監督は適切に行われているか。 

 

３ 指定管理者 

  公の施設の管理に係る業務が、その目的に沿って適正に執行されているかに着眼して

監査を実施する。 

（１）指定管理者 

①施設は、関係法令の定めるところにより適切に管理されているか。 

②公の施設の管理は、協定に基づき適正かつ効率的に執行されているか。 

③再委託の手続は適切に行われているか。 

④指定管理業務の報告は、適時適切に行われているか。また、管理業務の収支状況

等は明確になっているか。   

⑤公の施設の設置目的の達成のため、指定管理者のノウハウを活かした住民サービ

スの向上に努めているか。 

⑥利用料金制を採用している場合は、利用料金の設定や徴収等は適正に行われてい

るか。 

 ⑦公の施設の管理に係る会計経理は、他の事業の会計と明確に区分され、適正に管

理されているか。 

   ⑧公の施設の管理に係る出納関係帳簿の整備、記帳は適正か。また、領収書等の証

拠書類の整備、保存は適正に行われているか。 

   ⑨公の施設の管理に係る管理規程、経理規程等の諸規程は、整備されているか。 

   ⑩自主事業は適切に行われているか。また、自主事業の収支状況は明確になってい

るか。 

（２）担当所管部 

   ①協定書等には、必要事項が適正に記載されているか。 

   ②事故等のリスクの軽減や事故等の発生時の危機管理体制が構築されているか。 

③管理に関する経費の算定、支出の方法、時期、手続等は、適正に行われているか。 

④物品等の貸付事務は適切に行われているか。 

⑤事業報告書の点検は、適切に行われているか。 

   ⑥指定管理者の自主事業の実施状況や収支状況は把握されているか。 

   ⑦指定管理者に対し、指定管理業務又は経理の状況について適時適切に報告を求め、

調査し、又は指示を行っているか。 

 


